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⑷　昭和：戦後
　1945（昭和20）年8月ポツダム宣言を受諾し太平洋戦争が終結して、戦
後の日本は深刻な食料不足に陥った。配給米の比率が低下し、自給自足や
物々交換、農村部への買い出しなどが盛んにおこなわれていた。1947（昭
和22）年4月に、国民食糧及び栄養対策審議会（内閣）が日本人成人一人
一日あたりの栄養所要摂取量を発表したが、当時この摂取量を満たすだけ
の食料はなかった。特に、子どもの栄養失調や体位低下が問題となり、発
育期の子どもにとっての食糧不足は、心身の健康に深刻な影響を与えた。
　㈶日本児童福祉給食会によると、1948（昭和23）年2月全国孤児一斉調
査では孤児数は全国で123,504人であったと記録されている。
　①　時代背景
　敗戦後の混乱の中、1946（昭和21）年新憲法の制定を受け、1947（昭和
22）年には栄養士法、労働基準法、食品衛生法が制定され、各種給食運営に
関する事項が盛り込まれて給食施設での栄養士活動が始まった。当時はま
だ低栄養時代であり、栄養素の摂取不足を補うこと、不足する栄養素を補
うための食生活改善という観点から、欠乏対策としての給食が中心であっ
た。
　また同年2月に児童福祉法が公布され、子どもへの給食の必要性が確認
され、翌年には児童福祉施設の栄養士配置規定などの基準が定められた。
学校教育法により幼稚園が学校として、児童福祉施設法により保育所が児
童福祉施設として二元的に制度化され、児童福祉施設では給食が必置条件
となり実施され始めた。
　当時の保育所での給食は、幼児（3～5歳）が米飯160ｇ持参で副食給食
（主食は家庭から持参し、おかずやおやつを給与するもの)、乳児（１～2
歳）は完全給食であった。調理員は無資格者でもよく、子ども60名までは
１人の調理員、子ども150名までは2人調理員という配置基準であったが、
現在まで続いている。
　福祉厚生対策として事業所給食も徐々に広がり、それぞれの施設で適切
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な給食管理が行われるようになってきた。
　②　理念と目的
　1948（昭和23）年「児童福祉施設最低基準」が公布施行された。第11条
には入所者の食事について「児童福祉施設において入所している者に給食
する時は、その食品は出来る限り変化に富み、入所している者の健全な発
育に必要な熱量及びたんぱく質を含有するものでなければならない」と規
定されている。第50条では保育所の設備の基準として、「乳児または満2歳
に満たない幼児を入所させる保育所及び満2歳以上の幼児を入所させる保
育所では、調理室を設けること」など、法的に給食実施へ向けた制度が確
立されていった。
　戦後GHQにより給食用商品が特別配給されることにともない、保育所給
食が実施されることになった。さらに、1949（昭和24）年3月10日「保育
施設給食実施要領」が制定され、これに基づき保育所での給食が実施され
ることになった。「保育所給食実施要綱」が規定されたことにより、現在の
児童福祉施設における乳幼児の給食システムの原型がほぼ出来上がったと
いえる。
　1951（昭和26）年には児童福祉法に基づく児童憲章が定められ、保育所
給食は学校給食よりも一足早く発足した。記された給食実施の目標は、①
栄養改善による健康の増進と疾病の予防　②食事の作法、咀嚼の習慣や清
潔等の食事訓練　③偏食の矯正　④家庭における食生活の改善　⑤円満な
る社会生活の指導　⑥欠席者の減少、である。このことから、戦後の食糧
不足という状況下での栄養不足を補うための給食から、生活力を培う給食
へと幾多の変遷をたどりながら、福祉から教育に向けようとする役割を読
み取ることができる。
　③　取り組み内容や方法
　戦後の食糧難の中で食糧援助はGHQだけでなく、各国から援助を受けて
いた。特に幼児に対して最も必要な動物性たんぱく質、カルシウムの供給
源となる脱脂粉乳は多量に配給されていた。例えば、1948（昭和23）年よ
髙　橋　美　保
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りララ委員会からの救援、翌年にはユニセフからの救援、1951（昭和26）
年度のガリオア資金による救援、1953（昭和28）年のCAC、アメリカンズ
奉仕団、カトリック教団からの救援などがあげられる。
　a．ララ物資による給食
　1948（昭和23）年4月ララ（LALA・アジア救済公認団体）委員会より、
当時食糧事情の最も悪かった6大都市（東京、大阪、名古屋、京都、横浜、
神戸）及び広島の保育所約300箇所に、脱脂粉乳、砂糖、小麦粉、その他の
物資の配給を受け、給食が開始された。
　b．GHQ（連合軍総司令部）放出物資による給食
　GHQは、1949（昭和24）年統制物資であった脱脂粉乳、砂糖、味噌、醤
油及び食用油の放出を許可した。厚生省（当時）は給食用食品を特別配給
するため「保育所給食実施要綱」を定め、厚生省公認公私立常設保育施設
の乳幼児を対象に、毎月25日分の給食が実施された。経費は父母から実費
を徴収することを原則とした。
　c．ユニセフミルク給食
　乳幼児に不足していた動物性たんぱく質を補うために、ユニセフ駐日事
務局長のストーラー女史提唱のもと、1949（昭和24）年11月から翌年12月
までの１年間、全国13都市に「モデル保育所給食実施施設」38箇所を設置
し、脱脂粉乳75ｔを無償で配布し粉ミルクを使った給食が実施された。栄
養面に関する家庭の理解を深め、地域の関心を高めることを目的として始
められたが、当時日本では粉ミルクを飲む習慣がなく、給食開始直後は下
痢を発症する子どもが多発した。
　1951（昭和26）年には全国の給食を必要とする保育所780箇所を選び、
55,000人の幼児にユニセフより１人１日50ｇ、年間800トンの脱脂粉乳が無
償で給与され、ミルク給食が開始された。そのため当時の給食はミルクと
パンとおかずであった。
　d．ガリオア資金によるミルク給食
　GHQの覚書に基づき、幼児に対して必要不可欠な動物性たんぱく質、カ
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ルシウムの供給源となる脱脂粉乳を、アメリカ政府寄贈物資として1951（昭
和26）年から１年間約2,428ｔの受給を受けた。
⑸　昭和：高度経済成長から安定の時代へ
　東海道新幹線や東京オリンピック開催など、日本が最も活気づいた時代
である。
　女性の就労化や核家族化が進んだことから、保育の需要は増大し保育所
の数や入所児数も激増した。また公害の発生や遊び場の減少、交通事故の
増加など、子どもの生活環境が一変した時代でもある。
　①　時代背景
　1950年代末は、公立保育所や民間保育所、共同保育所など保育所の建設
と同時に、保育内容充実に向けた運動が盛んに行われた。共同保育所を中
心に産休明け保育が行われ、集団離乳の実践を積み重ねていった。こうし
た保育所給食充実の兆しが見え始め、それまでの「幼児副菜給食のみ」と
いう保育所給食の実態見直しが迫られ、その結果、「保育所保育最低基準の
見直し」に至った。
　水嶋（1995）は著書「子どもの心を育む保育所給食－保育所給食の現
状と課題－」の中で、1960年代からの保育所の歩みを振り返り、現状と
これからの課題を明らかにしている。1970年代には乳児保育や長時間保育
が実施され、栄養士の採用努力がなされるようになってきたのもこの時代
である。
　②　理念と目的
　1965（昭和40）年厚生省が「保育所保育指針」を策定した。保育所給食
については、指導計画作成の留意事項として「間食及び昼食は子どもの健
康を増進し、また、保育所での生活を楽しくさせるように計画すること」
と記されている。また、保健や安全管理上の留意事項として「給食につい
ては調乳・離乳食・一般献立について関心を持ち、偏食をさせないように
注意する、給食の献立や食べ具合を家庭に連絡する」事項が加えられた。
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　同年「母子保健法」が公布され、1969（昭和44）年に乳児保育対策が実
施されるなど、1970年代に入ると革新自治体のもとで、施策として乳児保
育や長時間保育の充実に向けた保育の内容が検証され始めた。
　③　取り組み内容や方法
　1956（昭和31）年厚生省（当時）は「児童福祉施設における給食業務の
進め方」を検討し、5か年からなる「給食業務要綱」を作成した。その内
容は給食内容の向上に関する事項や給食管理に関する事項、人工栄養・離
乳食・間食・小児疾病の食事療法などの特殊小児食に関する事項、児童福
祉担当者の教育に関する事項、児童福祉施設の給食研究に関する事項の5
項目からなり、年度別に計画的に、乳幼児の栄養改善や児童福祉施設の給
食改善事業について取り上げている。
　また、保育所に子どもを預けて働く親や保育者たちの運動により、国の
最低基準を大きく上回る保育条件の改善が進んだ。給食についても条件改
善の具体事例として「集団で離乳する」実績を積み重ね、認められて手作
りおやつの取り組みに広がったのもこの時代である。
⑹　昭和・後期
　核家族化や女性の就労化が進み、家庭における生活の知恵や技術の伝承
の機会が少なくなった。生活リズムの乱れから発生する朝食の欠食、孤食、
頻回の間食摂取、生活の夜型化、咀嚼の問題など、子どもの食生活にも様々
な問題が生じてきた。さらに食物アレルギー児が増加し、背景として大気
汚染や輸入食品の増加、添加物などが指摘され始めた。
　①　時代背景
　昭和50年代に入ると食の乱れが心の乱れにも通じるとの社会認識が高ま
り、子どもの健全育成に占める「食」の意義と役割が理解され始めた。そ
の背景には保育所給食が乳幼児の心身の発達に成果をあげ、社会に良い影
響を及ぼしたことが挙げられる。また、その成果は戦後40年間社会福祉施
設における給食業務の委託禁止からも読み取れる。
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 1987（昭和52）年の法改正でも児童福祉施設での給食の委託は認められず、
10年後、1997（昭和62）年厚生労働省は、調理室を使用した給食の委託を
認める方向性を示したが、外部持ち込みは許可せず、児童福祉施設（保育
所など）の給食は20年余外部委託を認めなかった。
　②　理念と目的
　1980（昭和55）年厚生省離乳食研究班が「離乳の基本」を発表した。保
育現場の実践が大きく取り上げられ、調理科学の進歩と集団離乳の発展と
が理解できると保育現場での評価は良好であった。また、食物アレルギー
の考え方が大きく変化し、食物が原因で起こるアレルギーは、乳児の段階
で対応すれば改善される確率が高いことが実証され始めた。そのため、ア
レルギー食を作ることが大きな課題となったが、保育所では主治医の判断
を基に家庭と協働し、「生活管理表」などをとおして除去食の対応もおこ
なっている。
　③　取り組み内容や方法
　1980年代になると、食物アレルギーの子どもが目立つようになり、その
背景には大気汚染や輸入食品の増加、添加物などが原因の一つとして指摘
され、給食での対応が必至となった。主治医の診断を経てアレルゲンとな
る食べものを特定し、その除去判断基準を明確にして、個人に応じた食事
内容を提供している。併せて心の育ちにも配慮し、見た目が同じ代替食と
して「コピー食品」の研究にも取り組み、給食の質を一段と飛躍させた。
　こうした保育所自園給食ならではの顔の見える関係性は、家庭生活と直
結していることが多く、家庭や子どもへの大きな支援となった。
　
⑺　平成
　①　時代背景
　経済の合理化や効率化などの考えに基づき、保育所の調理業務の外部委
託が可能になり、このシステムを導入する自治体や保育所も増加した。
　保育所の給食室は子どもの発達に応じた栄養を十分確保することの他
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に、多くの役割を担ってきた。離乳食、アレルギー食、食育などきめ細か
く対応するためにも調理室の必置規制は外せない。しかし、2002（平成14）
年内閣に「構造改革特区推進本部」が設置され、この事業において保育所
給食の外部搬入は容認された。その後規制緩和は進み、給食の外部搬入や
幼保連携型認定こども園での調理室必置解除など、子どもの健やかな発育
発達を保障し提供し続けてきた経緯とは裏腹に、給食の形態は急速に多様
化している。
　②　理念と目的
　2005（平成17）年食育基本法が施行され、その前文には「食育は、生き
る上での基本であって、知育、徳育、体育の基礎となるべきものとして位
置付けると共に様々な経験を通じて、食に関する知識と食を選択する力を
習得し、健全な食生活を実践することができる、人間を育てる食育を推進
する」と記されている。特に子どもに対する食育は「心身の成長及び人格
の形成に大きな影響を及ぼし、生涯にわたって健全な心と身体を培い豊か
な人間性を育んでいく基礎となるものである」としている。
　③　取り組み内容や方法
　2004（平成17）年には「保育所における食育に関する指針」（厚生労働
省）が示され、2009（平成21）年4月「保育所保育指針が改定され、第5
章「健康及び安全」三に「食育の推進」が位置付けられている。今や保育所
は地域の食の情報源としての任を担っている。2012（平成24）年には「保
育所における食事の提供ガイドライン」が示されて、それを基に今日の保
育所給食が提供されているのである。
3．考察
1)給食の役割を、位置づけの変遷をとおして検証した。
⑴　学校給食の場合
　貧困児童の救済から始まった給食は、時代と共に身体虚弱者の救済や就
学奨励のための給食、体位向上の給食へと幾多の変遷を経て、戦後新しい
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目的で再開された学校給食は、全校児童を対象とするものであった。その
ため、教育施設の中でも重要なものの一つである調理室の普及や発展は非
常に急速で、共同調理場の法的位置づけや給食に要する経費負担や分担な
どは明文化され、給食を媒体とした指導も着実に行われてきた。
　学校給食の指導の拠り所となった事象は、1951（昭和26）年保健体育審
議会会長から文部大臣に答申された「今後の学校給食のあり方について」
であった。答申の内容は、学校において給食が過去6年間実績を積み上げ、
児童の心身発達に成果を上げたこと、家庭や社会に良好な影響を及ぼした
こと、などを挙げ「学校の教育計画の一環としてますます継続、発展の途
を構ずるべき」とその重要性を力説し、学校教育における給食の位置づけ
を明確にすることを説いたことである。目標としては、①教育的立場から、
②国民栄養対策の面から、③国民の食糧対策の立場から、それぞれ数項目
を挙げ、全児童を対象として実施するべきことを答申した。
　これを受けて文部省は1952（昭和27）年3月、次官通達として「学校給
食実施方針」を出し、この中で「学校給食は学校教育の一環として実施す
るもので、特に児童の合理的な生活学習を実践する場とすることに努め、
あわせて家庭及び地域社会における食生活の改善に資する」という目標を
定め、学校給食の方向性をより一層明確にした。
　1954（昭和29）年学校給食法が制定され、その目標はさらに明確に示さ
れ指導が強化されることになった。都道府県においては同年「学校給食学
習指導の手引き」を刊行し、法に示された4つの目標が達成されるように
その方途を示している。その後各県における独自の歩みを続けた給食の指
導は、1958（昭和33）年に学習指導要領が改定されたのを機に、学校の教
育計画の中に位置づけられ充実した指導がなされた。その成果発表の場と
して、学校給食研究集会が地域ブロックで開催されるようになり、そこで
研究討議がなされ得られた成果は現在にも活かされている。各県や各校の
実践を積み重ねた給食史は別途に報告する。
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⑵　保育所給食の場合
　篤志家が博愛的救貧的な特徴を持って託児を始め、その後貧民救済対策
として公立保育所、農村部では季節保育所、出征兵士の留守宅家族対策、
空襲による被災者のための戦時託児所などが設置された。軽食やおやつは
出していたが給食としての保障はなく、資料も残されていない。
　戦後、社会福祉の公的責任が示され、1947（昭和22）年に「児童福祉法」
が公布されて保育所は児童福祉施設に位置付けられ、公費の助成を受ける
ようになった。「児童福祉施設最低基準」により給食が必置となり、1949（昭
和24）年には「保育所給食実施要綱」が規定され、保育所給食は学校給食
の再開よりも一足早く発足した。
　1970年代に入ると革新自治体のもとで、給食も独自の改善が進んでいっ
た。自治体に保育所給食を指導する栄養士が大幅に増え、民間保育所でも
栄養士が採用され、「集団で離乳する」という実績が積み重ねられていっ
た。1980年代にはアレルギー児への対応が保育所給食の大きな課題になる
など、1970年代からの保育所給食の取り組みは、乳幼児にとって集団給食
の意義を確かなものにした。その結果、給食も保育の一環であるという考
え方が定着し、実践研究が広がり始めた。
　1990年代以降は、規制緩和との戦いの歴史といえるであろう。調理業務
の委託を認める動きに対しては、公立・私立の区別なく保育に携わるあら
ゆる職種や関係者が、実践を基に一斉に反対運動に立ち上がった。しかし、
1998（平成10）年4月「児童福祉施設最低基準の一部改定」が行われ、経済
上の合理化や効率化に基づいた保育所調理業務の外部委託が可能となり、
このシステムを導入する自治体や保育所は増え続けている。一方、構造改
革特別区域（特区）第三次構想では「保育所と幼稚園の共有化」や「調理
室の撤廃」などを示したが、厚労省は「調理室は子どもの健全育成のため
には不可欠」とし認めなかった。しかし公立保育所の運営合理化の観点か
ら、2008（平成20）年4月特区において「給食の外部搬入方式の容認事業」
が通知され、給食の外部搬入化が進み、さらには「幼保連携型認定こども
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歴史的変遷からみた「給食」の教育的な役割
園での調理室必置解除」など、状況は急速に多様化している。
　昨今の保育所給食の運営においては、子どもの存在よりも経済が優先さ
れ、その方向性が決められていることに怒りを覚える。外部委託で懸念さ
れることの一つ目は、家庭と一体化したきめ細やかな対応の必要性がある
にも関わらず、発育・発達に考慮した対応がしづらくなる、二つ目は保育
内容の一環として食育を位置付けたにも関わらず進め方の継続性が危ぶま
れる、三つ目は、食事指導や相談窓口の重要なツールであった調理室とし
ての有効性が失われる可能性が高い、などが挙げられる。
　保育所給食は学校給食の形態と異なり、給食を介し家庭生活と直結して
いることが多く、顔の見える関係性や信頼関係のもとに成り立っている。
またその役割を振り返ると、子どもの育ちを支える食のあり方を検証し続
けてきた歴史でもある。その給食史は別途に報告する。
2)教育的な役割を踏まえて給食のあり方を検証した。
　これからの給食の役割は、子どもの発達支援と子育て家庭への食を介し
た教育的支援であろう。特に幼児期から小学校へのスムーズな生活への移
行と、学習準備に向けた「学びの育成」が重点課題で、保育所で取り組ん
だ活動がその後小学校でどう活かされるのか懸念されるところである。
　文部科学省「幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続のあり方について」
の報告でも、学びの基礎力の養成は、幼児期後半から児童期低学年にかけ
ての教育における「三つの自立（生活上の自立、学びの自立、精神的な自
立)」の育成を強調し、その基本は生活習慣の自立にあるとしている。ま
た、ベネッセ教育総合研究所が3，4，5歳児と小学一年生を対象に実施
した全国調査の結果からも、指導内容やその働きかけが生活習慣の自立を
促し、ひいては学びの力にも影響を及ぼすことが立証されている。
給食への期待
　貧困児童に対する慈善活動、虚弱児童への援助事業として、空腹を満た
髙　橋　美　保
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すことを目的に開始された給食は、戦中は次世代の国民育成や強兵策とし
ての栄養補給や体位向上として、戦後は栄養欠乏児に対する欠乏対策とし
ての捕食給食として実施されてきた。高度経済成長期においては健康増進
のための給食が施行されるなど、時代背景の変化に伴った給食の役割やあ
り方の変遷を知ることができた。
　現在実践されている事例は別途報告するが、管轄所管は違えども施行さ
れている給食を介した教育的なあり方を考えた時、幼児教育と低学年教育
が一体となり進めていくことは重要課題であり、子どもの発達と食育の継
続性が問われている。なぜならば「食」を介した教育は生きる力の育成だ
けでなく、自立を獲得するプロセスといえるからである。今まで培ってき
た手立てを実践の中で有効活用し、推進から接続にむけた「学びの育成」
をどう図るか、これからが給食の正念場である。
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